
令和３年度当初予算における「循環型社会形成推進計画関連事業」の概要

担当課 事業等 事業概要（取組内容）
令和3年度
当初予算

備考

１　重点取組の推進
（１）プラスチック資源循環の推進

①　県民行動の推進
環境政策課 ごみゼロあおもり普及啓発事業

（もったいない・あおもり県民運動普
及啓発事業）

・県民、事業者、行政の各主体が、ごみ減量・リサイクル推
進に取り組むため、もったいない・あおもり県民運動の一層
の普及啓発を図る。
・レジ袋削減協定締結事業者等と連携して使い捨てプラス
チック製品の使用量削減に向けた取組を推進する。

1,135

環境政策課 プラスチックごみ対策強化事業
（県民行動の促進）

・県民の具体的エコアクションにつなげるため、小売店等と
連携したマイバッグ、マイボトル持参啓発を展開する。
・イベント等におけるプラごみ削減(ワンウェイプラスチック削
減取組)創出のためのモデル事業を実施する。

2,736

②　海洋プラスチック対策の推進
環境政策課 海岸漂着物地域対策推進事業費 　海岸漂着物処理推進法の規定に基づき、県が海岸漂着物

等の回収・処理や発生抑制策等を実施するとともに、市町村
に対する補助により、海岸漂着物等の回収・処理を実施す
る。

122,054 地域環境保全
対策費補助金

環境政策課 プラスチックごみ対策強化事業
（海ごみゼロキャンペーンの展開）

・国の海ごみゼロウィークと連動した「あおもり海ごみゼロ
キャンペーン」を実施する。
・民間団体が行うプラスチック等海洋ごみの回収、発生抑制
のための啓発活動等に対する支援を実施する。

5,141 地域環境保全
対策費補助金

③　プラスチックの適正処理及び資源循環の取組支援
環境政策課 プラスチックごみ対策強化事業

（プラスチック資源循環の取組支
援）

　プラスチックの再資源化の促進及び県内におけるビジネス
モデル創出のため、事業者向け研修会等により、事業者の
主体的取組を支援する。

330

④　自らの事業活動における取組促進

（２）食品ロス削減対策の推進
①　県民への普及啓発

県民生活文化課 センター事業費
（消費者啓発等事業）

　消費生活に関する情報を収集し、消費生活情報誌の発
行、消費生活サポーター研修会の開催、消費生活大学講座
の開催、消費生活ホームページの運営等を通じて情報提供
を行う。

環境政策課 「資源をきれいにまわそう」適正分
別等推進事業（県民の適正分別等
の推進）

・ 県民に適正分別等を働きかけるため、市町村等と連携し
て重点広報を実施する。
・適正分別等を学んで実践する３Ｒチャレンジブックを全小
学生に配布し、優秀校を表彰する。
・「てまえどり」普及のため、手前の商品の応募シールで県
産品が当たるキャンペーンをスーパー等と連携して実施す
る。

6,166

環境政策課 （予算事業なし） 　県広報等を活用して、宴会シーズン等に、外食時の料理
の食べ切りを促す「３０１０」運動の普及啓発を実施する。

－

②　食品関連事業者等の取組に対する支援
環境政策課 ごみゼロあおもり普及啓発事業

（食べきり推進店の普及）
　事業系食品ロスを削減することを目的とし、食品ロス削減
に配慮した取組を行っている店舗を「食べきり推進店」とし、
認定証を作成・送付する。

72

環境政策課 「資源をきれいにまわそう」適正分
別等推進事業（県民の適正分別等
の推進）

　期限表示や適切な購買行動を呼びかけるポスターを食品
小売店等からの要望に応じて随時配布する。

－

保健衛生課 （予算事業なし） 　過剰な回収につながらないよう食品衛生法（昭和22年法律
第233号）における自主回収報告制度の対象となる食品等
の範囲を示し制度の周知を図る。

－

保健衛生課 （予算事業なし） 　食品表示基準（平成27年内閣府令第10号）違反があった
場合に、過剰な回収につながらず事業者が適切に表示の是
正を実施できるよう、周知を図るとともに必要な検討を行う。

－

保健衛生課 （予算事業なし） 　営業者に対して、必要量に応じた食品の仕入れ・製造・販
売や製造過程での廃棄品を最小限にするための工程管理
等、食品ロスを削減するための取組に努めるよう普及啓発
を図る。

－

食の安全・安心
推進課

適正な食品表示推進事業費 　食品表示適正化指導チーム設置による事業者からの表示
相談への対応・指導、県庁ＨＰへの啓発チラシの掲載、物
産・振興協会のメールマガジンなどによる事業者への法令
改正等の情報提供を行い、食品表示の適正化を図ってい
る。

1,934
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令和３年度当初予算における「循環型社会形成推進計画関連事業」の概要

担当課 事業等 事業概要（取組内容）
令和3年度
当初予算

備考

③　表彰
環境政策課 ごみゼロあおもり普及啓発事業

（もったいない・あおもり県民運動推
進会議の開催）

・ごみ排出量、リサイクル率ともに全国下位に低迷している
ことから、市町村はもとより、県民・事業者など県民総参加に
よる取組を推進して行く必要があることから、県民、事業者、
各種団体、行政などで構成する「もったいない・あおもり推進
会議」（年２回）を開催し、３Ｒ及び地球温暖化対策の取組を
推進する。
・取組が優れており他の事業者等の参考となる者を「もった
いない・あおもり賞」で表彰する。

265

④　実態調査等の実施
環境政策課 （予算事業なし） 　市町村等とのワーキング会議等の機会を通じて、組成分

析調査等の実施について働きかけるとともに、食品廃棄物
の排出実態等についての情報収集を行う。

－

⑤　情報の収集及び提供
県民生活文化課 センター事業費

（消費者啓発等事業）
再掲 再掲

（2,450）

⑥　未利用食品を提供するための活動の支援等
食の安全・安心
推進課

地域みんなの食育推進事業
（「共食の場」ネットワークづくりの支
援）

　地域の農林水産業者と「共食の場」（子ども食堂等）の連携
を強化し、「共食の場」における未利用農産物等の有効活用
を促進するとともに、「共食の場」の課題解決・新規取組団体
の掘り起こしに向けた情報交換等を行う。

10,649 食料産業・６次
産業化交付金
（国庫）

（３）行政・民間事業者等各主体の連携強化
環境政策課 「資源をきれいにまわそう」適正分

別等推進事業（市町村等の取組の
強化）

・市町村の取組強化のための先進事例等を学ぶ研修会を
開催する。
・県内６地域に市町村、民間資源回収業者等で組織する
ネットワーク会議を開催し、地域における広域的な資源回収
のしくみ作りを検討する。
・３Ｒ推進のため、市町村が行う事業者訪問指導に同行し、
事業者のごみ排出状況や３Ｒの取組について確認しなが
ら、適宜市町村と一緒に助言や指導等を行う。

560

２　一般廃棄物の３Ｒの推進
（１）県民への普及啓発

環境政策課 あおもり脱炭素チャレンジ推進事業  2050年脱炭素社会実現を目指した、県民、事業者・団体、
市町村等の意識改革と行動変容に向けた気運醸成等に取
り組む。

21,722

環境政策課 一般廃棄物リサイクル制度普及促
進事業費

　一般廃棄物の減量化・リサイクルの推進のため、リーフ
レットやポスターによる県民への周知や、市町村への情報
提供などを行い、各種リサイクル法の普及啓発等広域的な
施策を講じる。

154

環境政策課 ごみゼロあおもり普及啓発事業
（もったいない・あおもり県民運動普
及啓発事業）（再掲）

再掲 再掲
（1,135）

環境政策課 プラスチックごみ対策強化事業
（県民行動の促進）（再掲）

再掲 再掲
（2,736)

環境政策課 「資源をきれいにまわそう」適正分
別等推進事業（県民の適正分別等
の推進）

再掲 再掲
（6,166）

（２）ごみ減量等に取り組む機会づくり
環境政策課 ごみゼロあおもり普及啓発事業

（もったいない・あおもり県民運動普
及啓発事業）（再掲）

再掲 再掲
（265）

環境政策課 プラスチックごみ対策強化事業
（県民行動の促進）（再掲）

再掲 再掲
（2,736)

環境政策課 「資源をきれいにまわそう」適正分
別等推進事業（県民の適正分別等
の推進）

再掲 再掲
（6,166）

（３）市町村との連携による３Ｒの推進
環境政策課 ごみゼロあおもり普及啓発事業

（もったいない・あおもり県民運動推
進会議の開催）（再掲）

再掲 再掲
（265）
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令和３年度当初予算における「循環型社会形成推進計画関連事業」の概要

担当課 事業等 事業概要（取組内容）
令和3年度
当初予算

備考

環境政策課 一般廃棄物適正処理対策事業 ・各市町村・一部事務組合における一般廃棄物処理事業の
実態及び、民間資源回収業者による一般廃棄物の資源化
の実態を調査する。
・本県における一般廃棄物の適正処理及び３Ｒの推進に向
け、廃棄物行政及び３Ｒ推進に向けた各種会議に参加す
る。

343

環境政策課 プラスチックごみ対策強化事業
（県民行動の促進）（再掲）

再掲 再掲
（2,736)

環境政策課 「資源をきれいにまわそう」適正分
別等推進事業（市町村等の取組の
強化）

再掲 再掲
（560）

（４）事業系ごみの発生抑制とリサイクルの促進
環境政策課 ごみゼロあおもり普及啓発事業

（食べきり推進店の普及）（再掲）
再掲 再掲

（72）

環境政策課 プラスチックごみ対策強化事業
（プラスチック資源循環の取組支
援）（再掲）

再掲 再掲
（330)

環境政策課 「資源をきれいにまわそう」適正分
別等推進事業（事業者の適正分別
等の推進）

・適正分別実践のための事業者向け「資源をきれいにまわ
す」ガイドブックを作成し、配布する。
・適正分別等に取り組む事業者を増やす仕掛けづくりとして
「サンキューカード進呈」モデル事業を実施する。

1,262

３　産業廃棄物の３Ｒの推進
環境政策課 プラスチックごみ対策強化事業

（プラスチック資源循環の取組支
援）（再掲）

再掲 再掲
（330)

整備企画課 建設リサイクル促進経費 　建設副産物情報交換システムに登録された工事情報を利
用して、工事発注者間の情報交換を行い、建設副産物の有
効利用や適正処理を推進してリサイクル率の向上を図る。

130

４　リサイクル関連産業の振興
（１）リサイクル製品の開発・使用の推進によるリサイクル産業の育成

環境政策課 リサイクル製品認定推進事業 　資源の循環的な利用と廃棄物の減量を促進するとともに、
リサイクル産業の育成を図るため、県内から発生する循環
資源を原材料としたリサイクル製品を知事が認定し、認定リ
サイクル製品の使用の推進を図る。

1,928

農産園芸課 あおもり冬の農業収益力向上対策
事業

　冬の農業を進める中で、省エネ資材や木質バイオマスなど
バイオマスエネルギーを活用した暖房設備を展示・ＰＲし、燃
油に頼らない施設園芸の普及を図る。

2,881

（２）バイオマスの事業化に向けた研究・検討、産業利用の推進

地域産業課 農商工連携成長産業化支援事業 　農商工連携推進プランの重点分野の一つとして、バイオマ
ス分野を掲げ、セミナーの開催や専門家派遣等を実施し、
高付加価値化等による本県農林水産業・商工業の活性化を
目指す。

5,208

食の安全・安心
推進課

あおもり型稲わら有効利用促進事
業費

　稲わらロールの生産技術や収益性等を内容とする「稲わら
収集技術体系マニュアル」を活用し、新規参入者の掘り起こ
しを行うとともに、焼却防止の啓発指導及び利用促進のため
のマッチング支援に取り組む。

1,392

食の安全・安心
推進課

「土の見える化」が拓く農業生産ス
テップアップ事業

　農産物の高品質・安定生産と持続可能な農業の推進に向
け、土壌の物理性・化学性・生物性の三要素の総合診断に
より、「土の見える化」に取り組む。

5,517

地方創生推進
交付金

（３）農林水産業におけるバイオマスの利用促進

地域産業課 農商工連携成長産業化支援事業
（再掲）

再掲 5,208

農林水産政策課 「攻めの農林水産業」強化推進費
（バイオマス利活用地域活性化促
進対策）

　本県の農林水産業で発生する多様なバイオマスの利活用
を促進し、農山漁村の活性化と循環型社会の形成を図る。

139

農産園芸課 あおもり冬の農業収益力向上対策
事業（再掲）

再掲 2,881

畜産課 草地畜産基盤整備事業 　乳用牛及び肉用牛の生産振興を図るため、飼料基盤と利
用施設を一体的に整備することにより、飼料自給率向上と
畜産主産地の確立を目指す。

176,000
農山漁村地域
整備交付金

畜産課 畜産環境保全対策事業費 　畜産経営による環境汚染の防止を図り、健全かつ安定的
な畜産経営の発展を支援する。

205

エネルギー開発
振興課

熱利活用普及拡大事業 光熱費等の削減といった本県の課題解決につながる取組と
して、産業分野において発生する未利用熱を活用したモデ
ルを構築し、熱利活用を推進することで積雪寒冷地にふさわ
しいエネルギーマネジメントの普及を図る。

4,222
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令和３年度当初予算における「循環型社会形成推進計画関連事業」の概要

担当課 事業等 事業概要（取組内容）
令和3年度
当初予算

備考

エネルギー開発
振興課

実践的「地域エネルギー事業」導入
支援事業

　本県の課題解決につながる実践的な「地域エネルギー事
業」の導入と地域に存在するエネルギーを有効に利用する
仕組みづくりを通じて、スマートコミュニティの形成につなげ
る。

8,850

５　環境公共の推進

６　廃棄物の適正処理の推進
（１）一般廃棄物の適正処理

環境政策課 一般廃棄物適正処理推進費
（一般廃棄物の適正処理の推進）

　一般廃棄物の適正処理を推進するため、市町村等に対し
廃棄物処理法の適正運用の徹底などの指導等を行う。

88

環境政策課 一般廃棄物適正処理対策事業（再
掲）

再掲 再掲
(343)

環境政策課 環境美化推進事業 　青森県空き缶等散乱防止条例に基づき、全県的・総合的
観点から環境美化意識の啓発を図り、空き缶等の散乱を防
止する。

1,111

環境政策課 一般廃棄物リサイクル制度普及促
進事業費（再掲）

再掲 再掲
(154)

環境政策課 自動車リサイクル法推進事業 　自動車リサイクル法に基づき、使用済自動車の再資源化
及び適正処理を図るため、引取業者、フロン類回収業者の
登録、解体業・破砕業の許可等を行う。

864

環境政策課 「資源をきれいにまわそう」適正分
別等推進事業（市町村等の取組の
強化）

再掲 再掲
（560）

環境保全課 一般廃棄物処理施設適正管理推
進事業

　市町村等が設置し、維持管理をしている廃棄物処理施設
が適正に運営されるよう技術的援助を行うほか、必要に応じ
て立入検査を行う。

184

食の安全・安心
推進課

あおもり型稲わら有効利用促進事
業費（再掲）

再掲

（２）産業廃棄物の適正処理
①　排出事業者に対する適正処理等の指導

環境政策課 自動車リサイクル法推進事業（再
掲）

再掲 再掲
(864)

環境保全課 排出事業者適正処理指導事業 　不適正事業地に放置されている産業廃棄物の撤去を進め
るため、関係排出事業者に対し、適正処理指導及び不適正
処理された廃棄物に係る責任追及を行うものである。また、
多量排出事業者及び特別管理産業廃棄物の排出事業者に
対して立入指導を行うとともに、建設系廃棄物の適正処理
推進のための青森県建設系廃棄物適正処理推進会議を開
催する。

1,451

環境保全課 廃棄物処理法周知推進事業 　産業廃棄物の適正処理を推進するため、県内の排出事業
者及び処理業者等を対象に、県内６か所において、廃棄物
処理法の説明会を開催し、周知啓発を図るとともに、産業廃
棄物管理票（マニフェスト）の報告内容を整理する。また、説
明会等の際に用いる廃棄物処理法ガイドブックを作成する。

1,661

畜産課 畜産環境保全対策事業費（再掲） 再掲 205

②　産業廃棄物処理業者に対する適正処理等の指導
環境保全課 廃棄物処理法周知推進事業（再

掲）
再掲 1,661

環境保全課 産業廃棄物処理業許可指導事業 　産業廃棄物処理業に係る許可・指導、産業廃棄物処理施
設に係る許可・指導等により、産業廃棄物処理業者等の資
質向上及び産業廃棄物の適正処理の徹底を図る。

9,129

環境保全課 産業廃棄物監視体制強化推進事
業

　処理施設に係る放流水の水質や搬入廃棄物についての
行政検査を含む立入検査を実施し、その結果に応じて維持
管理指針に基づく処理施設の適正管理へ向けた指導を行
う。

2,874

③　処理困難物（ＰＣＢ、石綿）等の適正処理の推進
環境保全課 PCB廃棄物適正処理推進費 　PCB廃棄物の保管事業者に対し、法の周知・指導及び本

県の処理計画及び処理実施計画の周知を図ることにより、
適正処理を推進する。

1,164

環境保全課 ＰＣＢ期限内処分徹底事業費 　高濃度ＰＣＢ廃棄物の期限内処分を徹底するため、ＰＣＢ
使用安定器の判別や処分手続の補助が行える人材育成の
ほか、未処理事業者への指導の徹底、積極的な広報活動
に取り組む。

24,299

環境保全課 産業廃棄物処理業許可指導事業
（再掲）

再掲 9,129

④　優良な産業廃棄物処理業者の育成
環境保全課 産業廃棄物処理業許可指導事業

（再掲）
再掲 9,129

⑤　産業廃棄物処理施設の適正な運営の確保
環境保全課 産業廃棄物処理業許可指導事業

（再掲）
再掲 9,129
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令和３年度当初予算における「循環型社会形成推進計画関連事業」の概要

担当課 事業等 事業概要（取組内容）
令和3年度
当初予算

備考

⑥　広域処理への適切な対応
環境保全課 県外産業廃棄物等事前協議事業 　青森県県外産業廃棄物事前協議条例に基づき、県内に産

業廃棄物を搬入しようとする者に対して事前協議を実施する
とともに、排出事業者の事業場への立入調査を実施し不適
正処理の未然防止を図る。また、県外から青森県に搬入が
予定される土砂について産業廃棄物の当否を確認し、不適
切な搬入が行われないよう事業者に対し、監視・指導を実施
する。

1,614

⑦　行政処分の的確な運用

（３）海岸漂着物等対策
環境政策課 海岸漂着物地域対策推進事業費

（再掲）
再掲 再掲

（122,054）
地域環境保全
対策費補助金

環境政策課 プラスチックごみ対策強化事業
（海ごみゼロキャンペーンの展開）
（再掲）

再掲 再掲
（5,141)

地域環境保全
対策費補助金

７　不法投棄等防止対策の推進
（１）未然防止に向けた取組

環境保全課 循環型社会協働促進事業費 　循環型社会の形成に向けて、県民、事業者、民間団体及
び行政が協働して取り組む意識及び体制をさらに強化する
ため、「あおもり循環型社会推進協議会」が行う協働型の不
法投棄対策事業に要する経費の一部を補助するとともに、
民間事業者とのさらなる協働体制の構築を進める。

2,400

（２）早期発見に向けた取組
環境保全課 不法投棄防止対策事業 　各市町村への不法投棄監視員の配置、ヘリコプターによる

上空監視、警察と連携した車輌点検の実施等を通じ、広域
的・組織的対策を展開し、不法投棄を防止する。

13,909

（３）早期解決に向けた取組
環境保全課 不法投棄等調査解明事業 　不法投棄の早期発見・解決のため各環境管理部に環境管

理専門員を配置し、不法投棄の調査や未然防止活動を行
う。

16,567

環境保全課 悪質不法投棄等調査・撤去指導事
業

　不法投棄情報がある事業者に対する監視、立入調査、現
場掘削調査等を実施し、不法投棄等の早期発見、早期撤去
を図る。

4,940

環境保全課 県境不法投棄対策事業 　本県田子町及び岩手県二戸市の県境における産業廃棄
物不法投棄現場の環境再生対策､汚染地下水の浄化等を
行う。

304,230 産業廃棄物特
定支障除去等
事業推進補助
金

環境保全課 県境不法投棄対策事業
（Ｒ２繰越分）

　本県田子町及び岩手県二戸市の県境における産業廃棄
物不法投棄現場の跡地最終形整備に係る積算業務を行う。
（繰越事業）

3,872

環境保全課 県境不法投棄現場跡地再生事業 　環境再生計画に基づき、現場跡地に植樹した樹木の管
理・育成を行う。

362

８　環境教育・環境学習の推進
環境政策課 あおもり環境人財育成推進事業 　大学を拠点として、ＳＤＧｓの考え方や将来の脱炭素社会

の視点を有する若手環境人財の育成を推進するとともに、
環境活動以外の実践団体が環境配慮行動をプラスして事業
を実施することで、環境とのつながりを深め、地域における
環境配慮行動の拡大につなげるために実施する。

18,315

環境政策課 環境教育推進事業 　環境教育の担い手として育成した環境教育専門員と地域
のＮＰＯとの協働により、小学校において環境出前講座を実
施する。
　また、こどもたちが地域において主体的に環境学習や実践
活動を行う「こどもエコクラブ」の活動を支援する。

1,950

環境政策課 循環型社会形成推進功労者等表
彰事業

　廃棄物処理や資源ごみの回収、ごみ減量化、浄化槽保守
点検などの生活環境改善事業に携わる者のうち、顕著な功
績のあった者（団体）を表彰する。

72

９　災害廃棄物処理対策の推進
環境政策課 一般廃棄物適正処理推進費

（災害廃棄物処理計画の策定促進
と人材育成）

　青森県災害廃棄物処理計画の実効性を高めるため、研修
会等の開催により、市町村における計画策定の促進と人材
育成等を図る。

638

10　ごみ処理広域化・集約化の推進
環境政策課 「資源をきれいにまわそう」適正分

別等推進事業（市町村等の取組の
強化）

再掲 再掲
（560）
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